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研究成果の概要（和文）：本研究は，地方圏においてイノベーション活動に取り組む機械系中小企業への実態調
査に基づき，イノベーション活動の存立基盤とその空間的特性を明らかにした。熊本県内での調査結果によれ
ば，大手企業からの支援と，県域スケールでの濃密な産学官連携ネットワークの存在の二つが，イノベーション
を支える地域的な基盤となっていることが判明した。また，熊本都市圏から遠隔地に立地する企業は，産業支援
機能の享受やイノベーション人材の獲得を目的として，熊本都市圏内への拠点立地を進める例が観察された。こ
うしたイノベーションのための立地行動の地域的な意義にも注目すべきことが示唆された。

研究成果の概要（英文）：This study clarified the existence foundation of innovation activity and its
 spatial characteristics based on the interviews to machinery SMEs engaged in innovation activity in
 the peripheral areas of Japan. According to the results of the survey in Kumamoto prefecture, it 
was found that the support from major companies and the existence of a dense network of 
industry-academia-government collaboration on the prefectural scale are the regional foundations 
that support innovation. In addition, some companies located in remote areas from Kumamoto City have
 established offices and laboratories within the Kumamoto metropolitan area for the purpose of 
enjoying public industrial support functions and acquiring innovative human resources. It was 
suggested that more attention should be paid to the spatial significance of location behavior for 
innovation.

研究分野： 人文地理学，経済地理学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
地方の製造業が生き残るには，イノベーションへの取り組みが不可欠であるが，中小企業には自社内の資源が十
分ではない。そのため，地方中小企業は産学官連携などにより社外から知識や技術を獲得する傾向にあるが，そ
れらを提供する公的試験研究機関や大学は県庁所在地とその周辺に偏在しているため，県庁所在地から遠隔地に
立地する企業にとっては不利な状況にある。イノベーション推進体制の地域的再編が求められる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
日本の地方圏工業は，高度経済成長期以降の量産工場の進出に伴って生産体制が確立された

が，1990 年代以降のグローバル化の急速な進展とともに大きく変化してきた。とくに大手企業
の事業再編成に伴う大規模工場の閉鎖や売却等の動きが，九州や東北などの国土縁辺地域にお
いて近年相次いでいる（鹿嶋 2016）。このことは大量の離職者の発生，取引先企業の経営への打
撃など，地域に負の影響をもたらすことが懸念されている。大企業に頼らない地域経済構造を確
立することは，国土縁辺地域の活力を維持する上で重要な政策課題である。 
申請者は現在取り組んでいる科研費の研究課題（平成 25～27 年度基盤研究(C)「工場撤退と

その地域的対応に関する地理学的研究」）において，大企業の工場閉鎖の地域的影響を広範に検
討してきた。このうち鹿児島県出水市では NEC・パイオニア両社の工場が同じ 2009 年に閉鎖
され，約 1,000 人の雇用が失われた。離職者の動向を分析すると，域外への流出も多少はみられ
るものの，技術者が地元の中小製造業を中心に再就職し，地元企業のイノベーション創出に寄与
する例が観察された（鹿嶋 2014）。熊本県内の機械系中小企業では，半導体等の大手企業からの
発注量が 2000 年代減少したことをきっかけに，脱下請化を目指してイノベーション活動に着手
した（王・鹿嶋 2015）。このような地元中小企業のイノベーション活動に対して，各種補助金に
よる開発資金や人材獲得のサポート，公設試験研究機関や大学等との産学官連携による技術開
発のサポートなど，公的セクターによる政策的支援が大きな役割を果たしていることも明らか
になった。 
このように，大企業の撤退・縮小は九州中南部においては地域経済の再編をもたらしているが，

地元中小企業の成長と，それに対する政策的支援によって地域経済への負の影響は多少なりと
も軽減されているという一面がある。さらにいえば，誘致大企業を軸に形成された分工場経済か
ら脱却する転機とも捉えられる。地元中小製造業がイノベーション活動を通じて成長すること
は，大企業撤退による人材の域外流出を食い止めるとともに，地域経済社会の活力の維持・強化
にとって重要である。 
ところで，イノベーションの創出は大都市圏に集中する傾向がある（水野 2011）が，地方圏

におけるイノベーション創出の実態についても工業地理学を中心に実証研究が蓄積されている。
対象地域の地域類型に基づいて整理すると，地方核心型集積地域である諏訪・岡谷（山本・松橋
2000，山本 2002，藤田 2007）や浜松（與倉 2012），地方新興集積地域である北上（松橋 2005），
企業城下町である宇部（外枦保 2009）など，中小企業が市町村レベルの領域において集積する
地域が主に取り上げられている。他方で，中小企業がより散在的に分布する地域（非集積地域）
におけるイノベーションの展開については，事例的な報告（例えば山本 2013 など）を除けば蓄
積に乏しい。しかし，上述したような大企業の工場閉鎖や縮小は国土縁辺に位置する非集積地域
において顕著であるため，当該地域に立地する中小製造業こそ大きな危機に直面しており，イノ
ベーション創出による成長が期待されている。 
このような理由から，本研究では地方圏の非集積地域における中小製造業のイノベーション

について，経済地理学の観点から実証的に研究するものである。 
 
２．研究の目的 
本研究では，非集積地域における中小製造業のイノベーションに着目し，その地域的特性を明

らかにすることを目的とした。具体的には，(1)なぜイノベーションに取り組むか，(2)どのよう
にイノベーションに取り組むか，(3)中小企業のイノベーション創出はいかなる地域的な含意を
有しているか，を考察することとした。 
 
３．研究の方法 
当初予定していた研究方法は次のようである。まず対象地域におけるイノベーションの支援

策を，産業支援機関への調査から把握する。次に調査対象企業を選定し，聞き取り調査を行う。
その際には，対象企業の事業内容に加えて，個別のイノベーションにおける社外との連携状況等
を具体的に明らかにする。聞き取り調査によって明らかになった内容をアンケート調査によっ
て定量的に検証する。比較対象地域におけるイノベーションの状況と支援策を把握し，九州の実
態と比較することにより，地域的特性を明確にする。 
しかしながら，本研究初年度の 2016 年 4 月に熊本地震が発生し，本研究の調査対象として想

定していた熊本県内の中小製造業に甚大な被害が生じた。このため，ただちに直接的な調査に着
手することが困難になった。そこで，熊本地震の被災状況の把握と並行して現在の経営課題を明
らかにすることによって，企業のイノベーションに対する取り組みについての情報収集を徐々
に進めることにした。よって当初想定していた研究方法からの修正を余儀なくされた。 
 
４．研究成果 
（1）熊本県の機械系中小製造業におけるイノベーション活動の存立基盤と空間的対応 
 国内大規模製造業の不振による地方分工場の閉鎖や事業集約を背景として，地方圏の機械系
中小企業は近年活発にイノベーション活動に取り組んでいる。そこで，熊本県内のイノベーショ
ン活動に取り組む機械系中小企業 10 社を対象に，イノベーション活動の存立基盤とその空間的
特性を明らかにした。 
まず，事例企業は技術的特性と発展過程に基づいて，(1)基盤的技術型企業，(2)部品組立型企



業，(3)製造装置生産型企業，の 3 類
型に区分された。いずれの場合におい
ても，誘致大企業との取引によって技
術蓄積を図っており，下請け的体質を
強く有していた。また，九州広域機械
工業圏という県のスケールを越えた
広域的な受注圏に基づいて存立して
いた。しかし誘致大企業の経営不振な
どから受注先の多角化を図るととも
に，脱下請化を図るためにイノベーシ
ョンの取り組みを強化してきたとい
える。 
事例企業のイノベーションを具体

的に検討した結果，企業の類型によっ
てイノベーションの技術志向は異な
ることが判明した。基盤的技術型企業
は既存技術を深化する志向がある。部
品組立型企業は，既存技術を深化し，
他産業分野へ参入する傾向がある。製
造装置生産型企業は既存技術を他産
業分野へ活用するものが多い。 
その一方で，事例企業がイノベーシ

ョンを創出する際に，基礎となる技術
は大企業との取引を通じて蓄積されたものであり，イノベーションの方向性はその技術に大き
く左右されていた。 
イノベーションを創出する過程のうち，コンセプト構築段階では，大企業からの支援が重要で

あり，空間的には県域を越えて九州スケールで展開していた。研究試作段階では，自社資源の活
用だけでイノベーションを実現することは困難であり，社外資源を求めるため，多様な主体を利
用していた。その際，熊本県内の主体との連携が多い。特に県北部や県南部の隣県に近い地域に
立地している事例企業においても，熊本県域内での連携が多い。事例企業は行政と公設試からの
資金や技術など幅広い支援を受けるとともに，大学等との連携を通して，各事例企業は自社に不
足する知識・技術やノウハウを獲得していた。このような濃密な産学官連携ネットワークが県域
スケールにおいて構築されており，これらを活用することが，事例企業のイノベーション創出の
地域的基盤となっていることが明らかになった。 
そのため，事例企業は，熊本都市圏への事業所の移転や事業所の新設などの立地行動を進めた。

主体との接触によってイノベーションに関する知識や技術・各種支援を獲得すること，イノベー
ション人材を獲得するためである。主体が集中し，イノベーション人材が比較的多い熊本都市圏
は，県内中小企業のイノベーションにとって一層重要となっているといえる。 
 
（2）日本における工業雇用の地域的変動と地方圏工業の人材獲得戦略 
 日本の工業雇用の地域的変動について検討するとともに，地方圏工業の人材獲得戦略につい
て若干の考察を試みた．そこで明らかになった点は以下の諸点である． 

第 1 に，ポストバブル期における全国レベルでの工業の地域的分布の変化と雇用動向を検討
した．1990 年代初期には 3 大都市圏を中心とする 4 地帯からなる空間構造が確認された．その
後全般的に雇用が減少し，製造業の存在感が低下する中で，5地帯からなる空間構造へと空間的

図 1 事例企業におけるイノベーション活動に伴う立地

行動 

第1表　ポストバブル期における日本の工業雇用の地域的変動の傾向

地帯区分 該当地域 分布状況 地帯区分 工業雇用の変化
A 大きく減少

県庁所在地クラ
スの都市周辺

D
県庁所在地クラ
スの都市から離
れた地域

大きく減少

Ⅳ
北海道・紀伊半
島・南四国・南西
諸島など

工業都市の分布が非常に少
ない

E
元々雇用が少なく，全体
的に減少

1）主として1990年の国勢調査と1991年の工業統計調査の結果に基づく。
2）主として2015年の国勢調査と2016年の工業統計調査の結果に基づく。 （工業統計調査および国勢調査に基づき鹿嶋作成）

1990年代初期の状況
1）

2010年代中期にいたる工業雇用変化の状況
2）

該当地域

Ⅰ
東京・大阪・名古
屋の3大都市圏と
その周辺

3大都市圏に工業都市が面
的に密集
東海道沿いに帯状に連担

東京・大阪両大都市圏

B
名古屋大都市圏と東海

第2地帯よりも工業都市の分
布密度はより低下
県庁所在地クラスの都市とそ
の周辺に工業都市が点在

北東北・
山陰・南
九州など

北海道・紀伊半島・南四
国・南西諸島など

減少は軽微，全国に占
める比重が高まる

Ⅱ
南東北・甲信・北
陸・瀬戸内・北九
州など

東京からの交通路に沿って工
業都市が列状に分布
都市部だけでなく周辺農村部
でも工業化が進む

北関東・甲信・北陸など

C

南東北・瀬戸内・北九州な
ど

全体的に減少したが，外
部経済条件の良好な都
市部では比較的維持

Ⅲ
北東北・山陰・南
九州など



再編が生じたことが明らかになった．このうち東海・北関東・甲信・北陸などでの工業雇用の相
対的集中傾向が進んでおり，輸送用機器，生産用機器の成長が寄与していた．対照的に，東京・
大阪両大都市圏において工業雇用が激減していた．国土縁辺地域においても工業の衰退傾向が
認められ，とくに電気機器や繊維・衣服などの労働集約的業種の雇用減少が影響していた．バブ
ル期までは工業雇用の地方分散化傾向が強かったが，バブル崩壊後は国土縁辺地域の工業雇用
が大きく減少し，相対的な集中化が進行した． 
 直近の景気回復期である 2013 年以降の工業雇用の地域的動向は，上述したようなポストバブ
ル期以後の長期的な趨勢と大きな違いはなかった．2013 年以降においても東京・大阪の激減に
は歯止めがかかっておらず，この両都市圏での製造業の比重は一層小さくなっている．また，3
大都市圏の中での東京・大阪と，愛知との間の対比も一層鮮明になってきた． 
第 2に，地方圏中小製造業の人材獲得戦略を論じた．地方圏の農村地域に立地する機械系中小

製造業 2 社は，当初は労働力指向型の立地であったが，生き残りのためにイノベーションに注力
していた．人材獲得のために労働市場圏が広域化しており，それに対応した立地行動が観察され
た．加えて，人材獲得や知識・技術を獲得するために，農村地域の企業が地方中核都市の外部経
済を活用していることも明らかになった．また，中小企業経営者間の相互交流が密接であり，産
学官連携等の基盤となっている可能性があることを示唆した． 
工業雇用の減少を伴う空間的再編が全国レベルで進行する中にあって，特に雇用減少が顕著

であった国土縁辺地域に立地する中小製造業が，イノベーションに対応した形で労働力の活用
を進めていることは，工業雇用の維持の面からも注目される．他地域の事例もふまえた一般化が
求められる．このように，イノベーションの側面に留意して工業雇用・労働を取り上げ，その多
様な地域的関係を解明することの重要性を改めて確認しておきたい． 
 
（3）熊本地震に伴う製造業の被災状況と復旧過程の地域性 

熊本地震による製造業の被害状況と復旧・復興の過程についての現状把握を試みた．その結果
は以下のようになる． 
第 1に，製造業における被害は，建屋や生産設備の倒壊・破損等の物的被害が中心であり，布

田川・日奈久断層帯の近傍に立地する企業で物的な被害が大きいなど，局地的に大きく異なるこ
とが判明した．この点は内陸直下型地震の特徴と理解できよう． 
第 2に，被害の地域的差異に関しては，活断層からの距離や地盤の強さを大前提として，企業

規模や業種などの影響を指摘した． 
第 3に，当地域での生産停止がサプライチェーンの途絶をもたらし，生産停止が他地域に波及

する例があった．生産停止期間は数日から数週間という企業が多かったが，被害状況によっては
再開が長期化する場合もあった．東日本大震災を経験した進出企業が事業継続計画（BCP）に基
づき復旧に取り組んだことが比較的早期の操業再開に寄与した．加えて，被災企業の復旧にグル
ープ補助金が重要な役割を果たした． 
以上の示唆を得ることができたが，まだ実証に足る十分な根拠があるわけではない．今後，大

規模な実態調査によって検証する必要がある．その際には，地域内外の諸要素との関連（自然的
基盤，歴史的経緯，制度的・社会的側面など）や，過去から現在に至る長期的視点が不可欠であ
る． 
 
（4）熊本地震による製造業企業の被災状況と復旧過程に関する実態分析 
 2016 年 4 月 14 日以降に発生した平成 28 年熊本地震（以下，熊本地震）は，熊本県内で製造
業が最も集中する地域に甚大な被害をもたらした。そのうち誘致大企業を中心とした被害状況
と復旧の過程については，すでに概要を報告した。しかし地元企業を中心とする中小製造業の実
態把握は不十分であった。そこで本報告は，県内最大の工業団体である熊本県工業連合会（以下，
県工連）の協力を得て実施したアンケート調査に基づいて，同会会員企業の被害・復旧状況を定
量的に把握し，その特徴を明確にした上で，今後の課題を明らかにした。 

アンケート調査の対象は熊本県工業連合会に加盟する全会員（2018年 3 月 31日現在で 323会
員）とし，実施時期は熊本地震の発生から 2 年余りを経た 2018年 5月である。発災直後の状況
だけではなく，その後時間の経過とともに刻々と変化する復旧・復興の取り組み状況についても
把握することに留意した。調査票は全会員宛に県工連事務局から電子メールにより発送し，電子
メールおよび Faxにより回収した。回収数は 65，回収率は 20.1％であった。 
 調査結果の概要は以下のようである。①従業員の人的被害は幸いにも比較的軽微であった。②
有形固定資産に被害があった企業は 9 割近くに上った。立地する市区町村の最大震度が大きい
（つまり揺れが大きかった）地域ほど，有形固定資産の被害を受けた企業の割合は明らかに高か
った。③間接的な被害としては，受注先の被災や，交通網の寸断が大きく影響していた。④震災
により事業を一時中断し，その後再開した企業が 6割以上に及んだ。一時中断の有無と従業員規
模との関連は認められなかった。再開時期は，7 割余りの企業は地震後 1ヶ月半までに再開した
が，再開が遅れた企業もあった。⑤復旧のために，物的・人的・資金的支援など様々な支援を，
地域内外の多様な主体から受けていた。⑥震災後の事業活動水準の推移を見ると，震災 1，2 ヶ
月後では大半の企業で業績が大きく落ち込んだが，徐々に回復を見せ，半年後には震災前水準に
回復する企業が増えた。その後 1年後，2年後になると震災直前の水準を上回る事業活動を展開
する企業が多くなり，着実に復旧が進められたが，人手不足が制約要因となっていた。⑦復旧に



当たりグループ補助金を活用した企業が回答企業の半数余りを占め，肯定的評価がなされたが，
その手続き面の改善を求める意見も多かった。地震への備えとして地震保険等に加入していた
企業は約 3 分の 1にとどまっていた。⑧震災前に BCP（事業継続計画）を策定していた企業は 4
分の 1余りであったが，BCP 策定済みの企業の方が，未策定の企業より迅速に事業を再開できた
ことが明らかになった。 
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